
１ はじめに

近年、わが国においては個人金融（リテール）

業務が再び注目を集めている。金融自由化以前の

１９８０年代後半には、エクイティファイナンスなど

大企業の直接金融へのシフトを背景に、大手金融

機関が中小金融機関の本来得意とする領域へ進出

することによるリテール市場での競争が話題と

なったが、最近の傾向としては次のような２つの

大きな流れがあるものと思われる。

１つは、さくら銀行と富士通によるインター

ネット専業銀行設立、ソニーの銀行業務進出にみ

られるように、インターネットの普及がこれまで

の個人金融業務を大きく変えつつあり、ネットを

活用した個人金融業務への参入が相次いでいるこ

とである。平成１１年版通信白書によれば９８年度に

おけるインターネットの利用人口は約１，７００万人、

世帯普及率は１１％まで上昇している。このような

ネットの普及により、誰もが自宅で金融取引を行

えるようになれば、金融機関がコストの高い駅前

の一等地に店舗を出店しなくても金融サービスを

提供することができるのではないかという考え方

が出てきている。

もう１つは都市銀行のコンビニへのATM展開、

地方銀行のショッピングンセンターやスーパーへ

の小型店舗設置にみられるように、個人向けの金

融業務を営む店舗の形態が多様化していることで

ある。都市部の金融機関は有人店舗の統廃合を進

める一方で、店舗外ATMまたは「無人店舗」と

よばれる店舗を増加させているほか、地方銀行の

なかには「ドライブスルーATM」やトラックに

ATMを搭載した「移動店舗」などで個人顧客の

金融取引ニーズに応えている事例もみられる。

本稿においては、このように環境変化の著しい

個人金融業務に着目し、金融機関と個人顧客の接

点（デリバリーチャネル）の現状をとらえ、チャ

ネルのなかでも最も伝統的かつ重要なチャネルで

ある「店舗」はどのような要因により出店されて

いるのかという点を明らかにすることを目的とす

る。以下の構成としては、第２節で民間銀行の有

人店舗とデリバリーチャネルに関する最近の動向

を外国の事例や論調を参考にしながらまとめてい

る。第３節ではインターネット、電話、ATM／

CDといった個人金融業務におけるデリバリー

チャネルと店舗の設置（または撤廃）との関係を

明らかにするための分析を行う。第４節はまとめ

と今後の課題である。

２ 民間銀行の店舗とデリバリーチャネル

２．１ 民間銀行の店舗

�１ 有人店舗に関する最近の動向

全国銀行（長期信用銀行、都市銀行、地方銀行、

トピックス

個人金融業務におけるデリバリーチャネルの動向１）
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第二地方銀行）の店舗としては、大きく有人店舗

（本支店、出張所）と無人店舗（店舗外ATM／CD

設置店舗）に分けられる。このうち、わが国全国

銀行の有人店舗数の推移をまとめたものが図表１

である。各業態別に８１年を１００とする指数で表し

ている。なお、９８年における店舗数の内訳（構成

比）は長期信用銀行・信託銀行４８９（３．１％）、都

市銀行３，００５（１９．１％）、地方銀行７，９３６（５０．４％）、

第二地方銀行４，３０８（２７．４％）である。図表１を

みると、９２年までの１０年間は各業態で僅かな格差

はあるものの右肩上がりで増加を続けてきたが、

９３年以降地方銀行を除く業態で減少傾向が目立つ

ようになり、９７年から９８年にかけてこれらの業態

では減少傾向がさらに顕著になっている。図表１

にある期間には協和銀行と埼玉銀行、三井銀行と

太陽神戸銀行、東京銀行と三菱銀行の合併が含ま

れており、都市銀行による重複店舗の統廃合によ

る減少もみられるが、近年では銀行の経営破綻と

いうこれまでにない要因を考慮する必要がある。

経営破綻銀行の扱いについては、営業譲渡された

銀行は譲渡先の店舗数として計上されるが、９８年

度の計数には破綻が認定された日本長期信用銀行、

日本債券信用銀行、国民銀行、東京相和銀行、幸

福銀行、なみはや銀行の店舗数は計上されていな

い。

�２ 地方銀行の有人店舗

図表１においては、地方銀行の店舗だけが９０年

代に入ってからもほぼ横ばいで推移しており、他

の業態の動向とは傾向が異なっている。８０年代か

ら９０年代を通して地方銀行の経営破綻や合併の例

がないことも背景にあるが、業態別に店舗戦略が

同一でない可能性を示唆している。ここでは詳し

く立ち入らないが都道府県別データを利用して銀

行の店舗数を人口と可住地面積、大都市を表すダ

ミー変数で説明する推計を試みたところ、都市銀

行や第二地方銀行などでは自由度修正済み決定係

数が０．９以上となり、これらの変数でほぼ店舗配

置を説明できるのに対し、地方銀行の同決定係数

は０．２５程度と人口、面積要因では十分説明できな

いことを示す結果となった。そこで、地方銀行の

中には都道府県の指定金融機関に指定されている

機関が多いことに着目し、地方銀行が指定金融機

関となっている都道府県２）を１とするダミー変数

図表１ 民間銀行有人店舗数の推移

（注） 本支店および出張所の合計。ただし出張所には店舗外現金自動設備を含まない。
（出所） 日本銀行「経済統計年報」
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を加えて再推計したところ、同ダミー変数はプラ

スで有意となり推計式の当てはまりも向上した。

指定金融機関とは、地方自治法に基づいて地方

自治体の公金の収納や支払いの事務を取り扱うこ

とを指定された金融機関のことであり、市町村の

指定金融機関も金融機関の店舗がないなどの場合

を除いて都道府県の指定金と同一であることが多

い。近年では地方自治体の財政事情が悪化してい

ることから優良貸出先であるはずの自治体との取

引も環境が変化しているが、一方で指定金として

できるだけ多くの店舗を出店することにより、或

いは他の金融機関が店舗を閉鎖するような場所に

おいても引き続き店舗での取引を継続することに

より地域経済における存在を維持する必要がある

という、他機関にはみられない戦略で店舗を配置

していることが考えられる。

�３ 今後の店舗動向について

今後の有人店舗数については、大手行を中心に

ある程度の方向性を予測することが可能である。

都市銀行を中心とする一部の銀行は、不良債権処

理に対応するための充分な資本増強を図るために

「金融機能の早期健全化のための緊急措置に関す

る法律（９８年１０月成立）」に基づき公的資金を申

請し、資金を受入れている。９９年中に公的資金を

受け入れた銀行とその時期は、日本興業、第一勧

業、さくら、富士、住友、大和、三和、東海、あ

さひ、横浜、三井信託、三菱信託、住友信託、東

洋信託、中央信託（３月）、足利、北陸、広島総

合、琉球（１１月）、熊本ファミリー（１２月）の計

２０行である。これらの銀行は経営合理化のための

方策として今後数年間にわたって人員、店舗を削

減することとしている。

さらに、外資系金融機関との競合に対抗するた

め、或いは地域におけるトップバンクを目指すた

めなどの理由により合併、業務提携、持株会社方

式による事業統合が相次いでいる。９９年中に合併

や統合が発表された主な銀行と合併・統合時期は、

大阪・近畿（２０００年４月）、北洋・札幌（２００１年

春）、住友・さくら（２００２年４月まで）、東海・あ

さひ（２０００年１０月）、庄内・殖産（２０００年１０月）、

日本興業・第一勧業・富士（２００２年）である。マ

ネーセンターバンクを目指す大手銀行の事例とは

異なり、地域の金融機関では同一府県内を本拠と

する地方銀行の合併・統合となっていることから

重複する店舗の割合も高いものと思われ、これら

の銀行においても店舗統廃合が進むものとみられ

る。

２．２ 民間銀行のデリバリーチャネル

�１ デリバリーチャネルとは

銀行が個人顧客に対して金融サービスを提供す

る手段は有人店舗だけに限られない。個人金融業

務において、「銀行の金融サービスを顧客に伝達

する手段、ツール」はデリバリーチャネルとよば

れる。木村（１９９９）では、デリバリーチャネルを

顧客来店型のフィジカル・チャネル、顧客在住型

のリモート・チャネル、顧客携帯型のポータブ

ル・チャネルに３分類しており、図表２にはこの

うちフィジカルとリモートのチャネルをまとめた

ものを掲載している。

フィジカル・チャネルの中でも比較的一般的な

のは支店内外のATM／CDであろう。CDとよばれ

るオンラインの現金自動支払設備が導入されたの

は７１年のことであり歴史は比較的浅いものである

が、９１年には都市銀行、地方銀行による休日稼動、

２）９８年度において、４７都道府県の中で地方銀行が指定金融機関でないのは、北海道（北海道拓殖銀行の経営破綻後、第二地銀の
北洋銀行）、埼玉県（あさひ銀行）、東京都（富士銀行）、愛知県（東海銀行）、大阪府（大和銀行）、兵庫県（さくら銀行）の
６都道府県である。なお、長崎県は十八銀行と親和銀行、沖縄県は琉球銀行と沖縄銀行が１年交代で指定されている。また、
山陰合同銀行は鳥取県と島根県両県の指定金となっている。
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９４年には国内で初めて２４時間稼動させる金融機関

が現れており、国民当りのATM／CD数では世界

に例がないほどの高い水準にある。リモート・

チャネルのなかでは郵便と電話によるサービス提

供が広く実施されている。『平成１０年度通信利用

動向調査（郵政省）』によれば、金融業のDM利

用率は平成１０年において５３．６％と、サービス業

（２３．３％）、卸・小売業（２２．１％）などより高く、

金融機関によるDMの平均発送回数は１５．６回、１

回あたりのDM発送通数は１，１５６通となっている。

顧客のなかでも富裕層に対してDMを送付して金

融商品の宣伝をするだけでなく、店舗にメール

オーダーの申込書を配置するなどの形態で郵便が

用いられている。電話に関しては、これも比較的

富裕層を対象として電話で金融商品の販売促進を

する（いわゆるテレマーケティング）ほか、顧客

から電話・FAXで問い合わせに応じられるよう

コールセンターを設置している銀行もみられる。

�２ インターネットバンキング

リモート・チャネルの中で現在最も注目されて

いるのがパソコンやインターネットを使って金融

サービスを提供する、いわゆるインターネットバ

ンキングであろう。インターネットバンキングが

従来までの郵便や電話を使ったサービスと異なる

側面は、顧客に関する情報生産の機能であると思

われる。金融仲介における情報生産とは顧客に関

する情報を収集・分析・保管することである。イ

ンターネット取引の場合、対象となる顧客はイン

ターネットを利用している顧客に限られており取

引の継続性が期待できるほか、取引記録もデータ

として蓄積可能なことから、情報を統合・分析す

るシステムを構築していれば情報の分析・保管も

可能となる３）。これは他のリモート・チャネルに

ないインターネットの特徴であり、ネット専業銀

行が生まれる背景であるものと思われる。

その他に注目すべきことはインターネットを利

用している年齢層である。図表３は米国における

デリバリーチャネル別にみた利用者の年齢層と利

用頻度を表しているものである。これによると、

店舗に関しては高年齢層は支店を訪問するのに対

して若年層ではATMの利用が中心である。イン

ターネットや電話等リモート・ツールを利用する

顧客はATMの利用者層と近いものがある。また、

図表２ デリバリーチャネルの種類

（出所） 木村（１９９９）より作成

３）インターネットバンキングの導入を含めて、金融機関にとって新規事業への進出や顧客管理の充実のためには大掛かりな情報
システム投資が必要となるため、主に地方銀行を中心に同系統のシステムを構築している複数の金融機関がシステム統合に取
り組む事例が多くなっている。しかし、システムを構築するのは金融機関ではなくネットワーク事業者であるため、顧客から
の情報を実質的に収集するのはシステム構築者であり、顧客との「直接の」接点を放棄してしまった銀行は対個人のマーケティ
ングには手を出しにくい仕組みになっているという指摘もある。福井他（１９９７）参照。
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インターネットバンキングの若年層の利用者は年

を経ても依然としてリモート手段による金融取引

を行うことに支障がないことが予想されるため、

２０年後、３０年後には若年、壮年層だけでなく高年

齢層においてもリモート手段の利用頻度が上昇し

ている可能性が高い。

�３ 欧米諸国のデリバリーチャネル

わが国の銀行の中でインターネットバンキング

を導入する事例は増えてきているが、ネットバン

キングが最も盛んなのが米国である。全米でネッ

トによる金融サービスを利用している人は６００万

人といわれるが２００３年には２，０００万人を突破する

という予測もある。最大級のネット顧客をもつ

ウェルズ・ファーゴやシティグループ、バンクオ

ブアメリカはすでに１００万口座を達成している。

また、営業店舗網をもたないネット専業銀行

（バーチャルバンクともよばれる）としては９９年

時点で８社が免許を受けており、保有口座は１社

あたり数万件の水準であるが高金利預金等で地理

的な制約を超えて顧客を集めている。英国では

HSBCが衛星通信と受信機を利用したTVバンキ

ングを開始しており、クレジットカード残高や入

出金照会、住宅ローンなどの個人向け融資、公共

料金の振込などが可能である。人口密度が低く、

店舗の設置・運営コストが高いオーストラリアや

スカンジナビア諸国では有力携帯電話会社と提携

した携帯電話による金融サービス（モバイル・バ

ンキング）が注目を集めている。

�４ デリバリーチャネルのコスト

それでは銀行がデリバリーチャネルを選択する

にあたって重視する要素であるコストにはどのよ

うな違いがみられるのであろうか。米国における

チャネル別にみた１件当りの取引コストを表した

のが図表４である。これによると、電話による取

引の単位当り取引コストは有人店舗での取引の

１／２、ATMは１／４、インターネットバンキン

グは１００分の１にすぎないことがわかる。わが国

の銀行の中にも電話やインターネットを使って取

引を始めた場合、預金・貸出金利や取扱手数料を

優遇するケースがみられるが、小口・大量で定型

的な取引の場合、このようなコスト構造がATM／

CDや店舗を介さないリモート・チャネルに顧客

を誘導する背景となっているものと思われる。

店舗の設置コストに関しては、店舗形態別にフ

図表３ デリバリーチャネルの利用年齢層と利用頻度の関係

（出所） James Essinger［１９９９］
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ルラインを取扱業務とする店舗から、限定された

業務だけを運営する小型店舗では大きく異なり、

L.J. Radecki、J. Wenninger、D.K. Ortow［１９９６］

によれば、米国においてインストアブランチとよ

ばれる小売業内店舗の設立コストは２０万ドルから

３０万ドルと、有人店舗の１００万ドルと比較して

１／３から１／５程度となっているという４）。わが

国においてもショッピングセンター（SC）など

で地域金融機関がインストアブランチを出店する

事例が増えてきている。９９年４月時点で信用金庫

や信用組合を含めた民間金融機関全体でも５０店舗

程度と米国の５，０００店以上と比べてまだ一般的な

店舗形態としての地位を確立していない状況にあ

るが、同店舗の出店コストはフルラインの３億円

に対してその１０分の１程度ともいわれており、低

コストで効率的により多くの顧客に対してアプ

ローチする手段として注目を集めている５）。

２．３ デリバリーチャネル多様化の意義

わが国においても今後インターネットやテレビ、

携帯電話などリモート・チャネルが多様化してい

く可能性が高いと思われるが、この動きは既存の

有人店舗に代替できる程の機能を有するものであ

ろうか。デリバリーチャネルの多様化については、

F.S. Mishikin、P.E. Strahen［１９９９］において、

コールセンター、ATM／CD、ホームバンキング

などの手段は取引コストを削減し、顧客の利便性

を高めるとしており、こうしたリテール業務にお

けるチャネルの多様化は、地理的なマーケットの

サイズと競合を拡大させる一方、フルサービスを

実施する店舗はスーパーマーケット店舗に代替さ

れる、としている。確かに、顧客のニーズに応じ

たチャネルが提供され、金融業界以外からもサー

ビスが提供されるようになれば、既存の銀行およ

びその店舗網のもつ役割も変化が余儀なくされる

かもしれない。しかし、A. Bird［１９９８］が述べ

図表４ デリバリーチャネル別の取引コスト

（出所） American Banker

４）L.J. Radeckiらがこの論文の中で紹介している「スーパーマーケット・ブランチ」とよばれる小型店舗の概要は次の通り。店舗
面積は４００～６００m２で、６人程度の行員がおり、２か所の窓口、１～２台のATM、コールセンターに直接つながる端末、テレ
ビ電話、自動与信機が設置され、コンサルティング用の応接コーナーが１つある。これに対して比較対象であるフルブランチ
は面積５，０００m２で従業員１２人の店舗である。

５）同論文では低コストの小型店舗の出現は銀行サービスへの参入障壁を低下させることから、営業コストを引き下げることが可
能となり、経営の効率性向上を通じて消費者に利益を還元させることができるという意義を強調している。しかし、一方でイ
ンストアブランチなどの手段により、消費者の間に広く銀行の名前が知れわたることになれば、そのような出店競争に立ち遅
れた銀行や中小の金融機関は取引基盤を失うことになりかねず、銀行間の競争が激しくなることもあり得るとしている。
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るように、「リモート手段が重要になってきてい

るものの、銀行店舗の役割が消滅してしまったわ

けではない。銀行店舗のコストは高いが、店舗は

多大な収益をもたらす一手段である。金融サービ

ス、特に顧客の意思決定場面においては顧客と銀

行員の対人取引は依然として重要」なのであり、

デリバリーチャネルの多様化が有人店舗のもつ機

能の一部を代替することはあっても、店舗におい

て金融サービスを提供することは顧客にとって金

融機関の存在を確認できる最も有力かつ確実な方

法であり、リモート・チャネルに全て置き換える

ことはできないものと思われる６）。

３ デリバリーチャネルと店舗配置に関する分析

３．１ リモート・チャネルによる金融サービスの

分類

以下では、デリバリーチャネルの多様化が銀行

の店舗に対する考え方にどのような影響を与えて

いるのかという問題意識からテレホンバンキング、

インターネットバンキングというリモート・チャ

ネルやATM／CDというより簡易なフィジカル・

チャネルを活用したサービスの実施と店舗の設置

動向の関係を捉えることにする。

まず、テレホンバンキング（以下、TB）とイ

ンターネットバンキング（以下、IB）のサービ

ス実施状況について概観することにする。サービ

ス実施の有無は９９年１２月時点において、各金融機

関が提供しているホームページを確認する作業に

よった。以下にあるtel １、tel２、net１、net２

の内容は以下の通り。

�tel１（テレホンバンキング１）：加入電話ま

たは携帯電話によるサービスによって、顧客から

の注文・問い合わせをオペレータまたは自動応答

機能により整備していること。このうち金融取引

に対する問い合わせ、口座の残高照会を実施して

いる銀行。

�tel２（テレホンバンキング２）：tel１と同様

の方式で電話による振込・振替など資金移動サー

ビスを実施している銀行。

�net１（インターネットバンキング１）：銀行

の開設しているホームページにおいて、WEB上

で金融取引に対する問い合わせ、口座の残高照会

ができる銀行。

�net２（インターネットバンキング２）：銀行

の開設しているホームページにおいて、WEB上

で振込・振替など資金移動サービスを実施してい

る銀行。

TBおよびIBについて、「問い合わせ・残高照

会」と「資金移動」という２つの分類を行ったの

は、資金移動サービスを提供するためには不正使

用を防止する観点からパスワード管理、口座確認

など厳重なセキュリティ管理が必要であり、より

多くのシステム投資が求められることから、問い

合わせや残高照会のみのサービスを行う場合に比

べてTBやIBを実施する銀行のリモート・チャネ

ルに対する問題意識がより強いものと考えられる

ためである。

３．２ テレホンバンキングとインターネットバン

キングの関係

TBとIBを実施している銀行の相関関係を求め

ると、TBについては、Tel１とTel２の相関係数

は＋０．８６と、他のどのツールの組み合わせよりも

高く、TBを導入している銀行の多くは資金移動

６）米国において、従来型の店舗によるサービス提供とインターネットによる取引を行うことにより店舗という物理的なチャネル
とリモート・チャネルの融合に成功している企業は、従来型の店舗による営業をおこなっている企業の代名詞である‘Bricks
and Mortar（れんがとモルタル）’をもじって‘Clicks―and―Mortar’といわれる。これまでバーチャルな手段のみで商品を販売
することに成功してきたネット専業企業であっても、目にみえる店舗を持ち、複数の手段で顧客にアプローチする方が自社の
商品を認識させるためのコストを安くすることで収益に貢献できるという見方がある。９９年末号のTIME誌参照。
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サービスまで提供している状況にあるといえる。

TelとNet間の相関係数はそれぞれ＋０．３程度と正

の関係にあるが水準自体はそれほど高くない。そ

の他で相関の高い組み合わせはNet１とNet２で

＋０．５４程度である。IBについてサービス実施機

関を確認すると、Net１を実施している機関が

Net２を実施するという組み合わせが比較的多く

なっている。

個人金融業務におけるリモート・チャネルの選

択については、特に電話とインターネットに限れ

ば一方のサービスを提供することが他方のサービ

スを同時に実施していることを意味するものでは

なく、比較的独立して選択されていることが伺わ

れる。ただし、銀行までのアクセスコストが高く

容易に銀行へ出向けない顧客にとっては、残高照

会サービスも現在取引できる金額を確認するため

には欠くことのできないサービスではあるが、そ

れだけでは取引ができる金額を確認するだけにと

どまるため、顧客がTBやIBだけで金融取引を完

結させるためには、現金を預け入れたり、引き出

すことが出きるサービスや取引のしやすい金融機

関に資金を移動させる必要がある。したがって、

例えばNet１のサービスを立ち上げてから利用者

数、利用件数をみながらより顧客にとってより利

便性の高いNet２の導入を検討するという傾向が

あるのかもしれない。

３．３ デリバリーチャネルの選択と銀行店舗設置

に関する分析

�１ 金融仲介業務における情報生産

これまでは電話とインターネットという２つの

リモート・チャネルによる金融サービス提供につ

いての現状をみてきたが、これらのチャネルと店

舗設置の関係についての分析を以下で行うことに

する。銀行は店舗を出店、撤廃するにあたっては

ATM／CD、TB、IBなど店舗以外のデリバリー

チャネルの存在から影響を受けることが予想され

る。店舗で可能なサービスを提供することができ

るチャネルについては、そのチャネルにより店舗

の機能を代替させることが予想される。以下では

店舗の機能を代替する手段として注目されている

ATM／CD、電話、インターネットによるサービ

ス提供と店舗数の増減との関係を調べることにす

る。

また、店舗の設置に関しては金融仲介業務の増

減、あるいは預貸業務からの情報量の変化にも影

響を受けるため、情報生産量の代理変数として預

貸業務に関する金額を説明要因として加えること

にする。金融機関の機能としては大きく資金仲介

と決済手段提供に大別され、資金仲介機能はさら

に情報生産と資産変換という機能に分けられる

（岡部（１９９９））。このうち情報生産とは顧客に関

する情報を収集・加工・保管することであり、現

実の預貸業務との関係では貸出を行うにあたって

の貸出先の事前審査、貸出を実行してからのモニ

タリングが典型的な情報生産であるとされるが、

貸出の実行は預金取引があることを前提としてい

ることもあり、顧客に関連して生み出される情報

の源泉は貸出業務のみならず預金業務にもあるも

のと思われる。そこで預金と貸出業務から得られ

る情報をそれぞれの金額の合計として、預金と貸

出を合計した金額を求めることにより、預貸金額

に代表される情報生産量と店舗配置の関係をみて

いくことにする。貸出に関する情報のなかには、

預金に関する情報から派生的に生産される情報が

含まれていることが予想され、このような考え方

によれば顧客情報の代理変数として貸出金額と預

金金額を合算することには問題が残されているが、

近似的な変数として用いることにする。

金融仲介を行う銀行の情報生産には、従業員、

店舗・ATMネットワークをはじめとして固定費

が大きく、複数の業務に共通の生産要素を用いる
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ことから規模の経済性、範囲の経済性が働くとさ

れているが、預金や貸出などの形で業務を拡大す

る金融機関ほど収益や費用の面で経済性を発揮す

ることが可能となり、店舗・人員に対する投資を

増加させることが可能になるものと思われる。そ

こで、以下の分析では預金量にくらべて貸出量が

相対的に少ない個人金融業務７）に関しても同様の

ことがいえるのかという点について比較検討する

行うことにする。

�２ 使用データ

推計で使用するデータの対象は長期信用銀行、

信託銀行、都市銀行、地方銀行、第二地方銀行の

うち、経営破綻その他の理由で９７年から９９年まで

に利用不能なデータがない全国銀行１３８行である。

データは預貸金額、個人預貸金額、店舗・ATM

／CD関連の計数については『ニッキン資料年報』

各年版、リモート・チャネルよるサービス関連の

変数は前節で使用したデータを利用している。記

述統計量は図表５のとおりである。銀行店舗数お

よびATM／CD台数、個人預金量、個人貸出量は

９９年３月期の計数を掲載しているが、今回の分析

で使用するのは９７年３月期から９９年３月期までの

変化分である。預貸金額も対象時期は９７年から９９

年までであるが、この計数からは個人向け預貸金

額を除いているため、「企業向け預貸金額」と捉

えることができる。TBについては、Tel１とTel

２の相関が高いことを考慮して、どちらかのTB

サービスを実施していれば１とするTBダミーを

新たに追加しているが、IBに関しては前節の定

義によるサービスを実施していればそれぞれ１と

するダミー変数を採用している。

公的資金ダミーとは、９９年以降に公的資金を申

請し、資金注入がなされた金融機関を１とするダ

ミー変数である。公的資金を受け入れた銀行は第

２章でみたように経営資源を効率化することを

「公約」しているが、公的資金注入以前にも経費

削減策として人員と店舗を大幅に減少させている

ことが予想される。さらに図表５には掲載してい

ないが、中央信託銀行と北洋銀行を１とする変数

を営業譲渡ダミーとして分析に加えている。これ

は、１９９７年の北海道拓殖銀行の経営破綻に伴い、

同銀行のもつ営業資産を両行に譲渡したことから、

中央信託銀行では本州の旧拓銀支店、北洋銀行は

北海道の支店を引き継いだことにより、対象とな

る期間中に店舗数が急増していることを考慮した

７）貸出と預金の比率である預貸率は業態別で８０％から１００％の水準にあるが、これを個人向け業務に限定して個人貸出と個人預
金の比である「個人向け預貸率」を業態別に計算すると、９８年度では金融債を発行しているため預金の割合が低い長期信用銀
行（１８７．４％）を除いて、都市銀行（３５．５％）、第二地方銀行（２７．０％）、地方銀行（１８．９％）、信託銀行（５．５％）と企業向け
取引を考慮した全体の預貸率を大きく下回っている。

図表５ 記述統計量

Mean Maximum Minimum Std. Dev. Sample

銀行店舗数

銀行ATM／CD数
個人預金・貸出金額

個人預金額

個人貸出金額

TBダミー

IB１ダミー

IB２ダミー

公的資金ダミー

１１０．９３４８

５５７．３９８６

２，２４３，３９２

１，７１５，２６８

５２８，１２４

０．３７６８

０．４７１０

０．２０２９

０．１３７７

４８２．００００

４，５５９．００００

２３，３４８，３００

１６，８７３，３００

７，２７９，５００

１．００００

１．００００

１．００００

１．００００

１９．００００

２９．００００

１２５，８８６

４６，９４１

２１，１１６

０．００００

０．００００

０．００００

０．００００

７５．５３０８

７５１．７４５５

３，８１１，７４３

２，６７４，１９３

１，１５８，４７８

０．４８６４

０．５０１０

０．４０３６

０．３４５８

１３８

１３８

１３８

１３８

１３８

１３８

１３８

１３８

１３８
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ものである。

�３ 分析方法

分析の方法はOLSを用いた。したがって推計す

る式は以下の通り。

△Branchi＝αi＋β１＊△tradei＋β２＊△Ind-

tradei＋β３＊△ATM／CDi＋β４＊Teli＋β５＊

Net１i＋β６＊Net２i＋β７＊Publici＋β８＊

Salei＋ui

（Branch：銀行店舗数、trade：企業向け預貸

金額、Indtrade：個人向け預貸金額、ATM／

CD：ATM／CD台数、Tel：テレホンバンキング

ダミー、Net１およびNet２：インターネットバ

ンキングダミー、Public：公的資金ダミー、

Sale：営業譲渡ダミー）

ここで△は２決算期間の変化分を表している。

デリバリーチャネルのダミーであるTel、Net１、

Net２についてはどの組み合わせでも変数間の相

関が高くないことを確認しているほか、水準でみ

ると相関が高い預貸金額（trade）と個人預貸金

額（Indtrade）についても、前年との階差を計算

した上で、同時に説明変数として推計している。

�４ 推計結果

推計結果は図表６のとおりである。推計式�１で

はダミー変数を除いた説明変数で推計しているが、

預貸金額の変化分とATM・CDの変化分が有意に

プラスとなっている一方で個人預貸金額の変化分

が有意にマイナスとなっている。企業向けの預貸

取引を増加させた銀行ほど情報生産に関する経済

性を背景として店舗網を拡大することが可能に

なっていることを示唆しているものと思われる。

図表６ 銀行店舗数増減に関する要因分析�１

Branch

�１ �２ �３

C

Trade

Indtrade

ATM／CD

Tel

Net １

Net ２

Public

Sale

R̄
2

F–Stat

－３．８５３２０２＊＊

（－５．４５８）

４．３３E―０６＊＊

（５．８６７）

－３．８７E―０６＊＊

（－２．１１９）

０．１２６２７２＊＊

（１５．８１７）

０．７１２１８８

１１４．００１５

－０．４６７８４６

（－０．６５０）

３．８４E―０６＊＊

（６．２７７）

－２．３３E―０６＊

（－１．７１９）

０．０５４６７９＊＊

（５．９６２）

－１．１７０７８７

（－１．２０６）

－１．０７７６３３

（－１．００９）

－２．５７５１９＊

（－１．８９８）

－４．２０６０６＊＊

（－２．７４３）

５８．９０４８３＊＊

（１０．０５０）

０．８４８３２

９６．７７７３９

３．７７E―０６＊＊

（６．１０３）

－２．７４E―０６＊＊

（－２．０１５）

０．０４５６１＊＊

（５．５６６）

－４．３４３８１３＊＊

（－３．９００）

－４．９６２３８６＊＊

（－３．３３７）

６２．９５８８＊＊

（１１．２１３）

０．８４７０９２

１２７．４９４４

（注） カッコ内はt値。表中の＊＊は有意水準５％、＊は同１０％で有意

であることを示している。

９６郵政研究所月報 ２０００．４



しかし、個人向け金融業務の影響に関しては企業

向けの場合とは逆の影響を持ち、個人向け預貸業

務の拡大は逆に店舗網の効率化を促す性格を持っ

ていること、ATM／CDと店舗は個人顧客との接

点という意味では補完的な関係にあることが分か

る。特に後者に関しては、ATM／CDの設置が有

人店舗に関する経営戦略と密接に関係しているこ

とを示す結果となっており、ATM／CDの設置と

有人店舗の設置は一方が他方を補完する意味合い

を持っていることを示している。

推計式�２では推計式�１にリモート・チャネルに

関するダミー変数のほか、公的資金を申請した銀

行、北海道拓殖銀行の経営破綻により店舗数が急

増した銀行を反映するためのダミー変数を追加し

て推計している。説明力は推計式�１に比べて向上

している上、預貸金額関係、ATM／CDについて

の符号は推計式�１と同様である。リモート・チャ

ネルに関する変数のなかでは資金移動を伴うサー

ビスを提供していることを示すNet２のみが有意

にマイナスの結果となっているが、その他のチャ

ネルの変数であるTel、Net１についてはマイナ

スという符合条件は満たしているものの有意な結

果が得られていない。公的資金と営業譲渡のダ

ミー変数についてはいずれも期待通りの結果が得

られている。

推計式�３は推計式�２において有意でなかった説

明変数を落して推計したものであるが、各変数の

符号条件および有意性は推計式�２の場合と大きく

異なることがない。これらの結果、預貸金額で代

表される情報生産量の店舗設置への影響について

は対企業取引と対個人取引とでは効果が異なり、

前者における業務の拡大は店舗の設置に対して正

の効果を持つことが分かった。一方、デリバリー

チャネルとよばれる有人店舗とATM／CD、TB、

IBの関係については、有人店舗とATM／CDは補

完的、店舗と資金移動サービスを伴うIBは代替

的な関係にあり、TBおよび残高照会・問い合わ

せのみをサービス内容とするIBについては概ね

代替的な関係にあるものとみられるが、その効果

については統計的に有意ではないことが判明した。

３．４ 業態別にみた推計結果

前節で推計の対象としたのは全国銀行のクロス

セクションデータであったため、業態毎の属性に

ついては明らかにすることはできなかった。そこ

で以下では銀行の店舗数の増減を決める要因を業

態別に推計することとする。ただし、都市銀行や

長期信用銀行などはサンプル数が過少であるため、

個人・中小企業向けの金融機関としての設立経緯

をもつ第二地方銀行とその他の銀行という区分を

設け、銀行の店舗数への影響を業務上の性格の違

いから明らかにする。金融仲介業務の指標として

再び預貸金額を取り上げるが、公的資金ダミーは

それぞれの業態で対象となる銀行が少ないためこ

こでは加えていない。

推計結果は図表７の通りとなっている。推計式

（Ⅰ）の推計結果は第二地銀を除く全国銀行を対象

としているが、これによれば、リモート・チャネ

ルに関するダミー変数および企業向け預貸業務に

関する影響は全銀行を対象とした推計と比べてそ

れ程変化がないものの、ATM／CD増減分の係数

と個人向け預貸業務の係数が有意でなくなってい

ることが注目される。長期信用銀行をはじめこの

業態においては個人顧客の割合が低いため、個人

金融業務の動向が店舗配置への意思決定につなが

りにくいことを示しているものと思われる。また

ATM／CDについては統計的に有意ではないもの

の、ATM／CDネットワークの整備は店舗の設置

に対して負の影響を持つという意味で店舗と代替

的な役割を果たしており、大手機関を中心に経営

効率化を目指して有人店舗の廃止と無人店舗の増

設を進めている動向を表しているとみることがで
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きる。

一方、推計式（Ⅱ）で表される第二地銀の推計式

の説明力は向上している。顧客基盤が個人および

中小企業に比較的限定されている第二地方銀行に

ついてみると、個人預貸金額とATM／CD台数に

ついては前節までの推計結果と同様の傾向にある

といえる。ところがリモート・チャネルに関連す

る変数の影響についてはこれまでマイナスで有意

な結果を示していたNet２の有意性が大きく低下

している。このことは第二地銀でインターネット

バンキングを導入している銀行が店舗数を変化さ

せないという仮説を棄却することができないこと

を表しており、リモート・チャネルを採用するこ

とによる店舗設置への影響は中小金融機関ではほ

とんどみられないことを示唆している。第二地銀

の顧客基盤としての個人の占めるウェイトは他業

態に比べて高くなっており８）、取引先がマス層と

いう多種多様な顧客層を保有する中小金融機関の

場合は複数のデリバリーチャネルを少なくとも代

替的に捉えるのではなく、それぞれを顧客に関す

る情報生産手段として幅広く活用していることを

裏付けているものと思われる。

４ まとめと今後の課題

４．１ まとめ

これまで全国銀行の個人金融業務に関連して、

銀行と顧客の接点であるデリバリーチャネルにつ

いて、フィジカル、リモート・ツールについてま

とめてきた。わが国の銀行は経営環境の変化、不

良債権問題の拡大を背景に近年になって各業態に

おいて有人店舗数の削減を進めてきている一方で、

ATM／CDを増設するほか、小型店舗に注目が集

まっている。また、店舗以外の手段として電話、

インターネットなどリモート・チャネルは海外の

みならずわが国金融機関においても一般的な個人

顧客へのアプローチ手法となりつつある。

全国銀行のクロスセクションデータを使った分

析の結果、店舗とATM／CDとは補完的な関係に

ありATM／CDを増加させている銀行は有人店舗

も増加させていること、リモート・チャネルに関

しては資金移動を内容とするインターネットバン

キングには店舗と代替的な関係がみられるものの、

テレホンバンキング、残高照会・問い合わせだけ

のインターネットバンキングとは店舗設置との有

意な関係がみられなかった。特にインターネット

を使った金融サービスは情報の蓄積が比較的容易

で、顧客からの継続的な取引が期待できるという

点でその他の手段とは異なる機能を有していると

８）９９年３月期における各業態の預貸総額に占める個人向け預貸金額の割合は長期信用銀行（８．７％）、信託銀行（２３．４％）、都市
銀行（３５．５％）、地方銀行（４０．９％）、第二地方銀行（４５．６％）となっている。第二地方銀行の総預金全体に占める個人預金の
割合は６８．４％、個人貸出の比率は２２．８％といずれも他の業態に比べて高くなっている。

図表７ 銀行店舗数増減に関する要因分析�２

Branch

（Ⅰ） （Ⅱ）

C

Trade

Indtrade

ATM／CD

Tel

Net１

Net２

Sale

R̄
2

F–Stat

０．４８５３２

（０．３５９）

４．８３E―０６＊＊

（７．２７７）

－１．５７E―０６

（－０．９９１）

－０．００４４７７

（－０．１６５）

－１．０６４７３４

（－０．７５７）

－０．６２４３０２

（－０．３７９）

－３．２８８７３４＊

（－１．７４２）

６０．１９９４５＊＊

（８．６８４）

０．７２０１４２

３０．４０８４１

－１．６９５１４２＊＊

（－２．２８３）

６．４１E―０６

（０．６８５）

－２．５４E―０５＊＊

（－２．０５０）

０．１１１６４５＊＊

（４．６０８）

－１．２０９８６

（－１．０３３）

０．４００４９９

（０．３６３）

－０．４１５０７７

（－０．２４０）

２０．６１４４９

（０．９３２）

０．９５００２９

１５３．０９１４

（注） カッコ内はt値。表中の＊＊は有意水準５％、＊は同

１０％で有意であることを示している。
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いえるが、業態別に分析したところインターネッ

トバンキングの店舗設置への影響は、特に顧客基

盤が小口で取扱件数が多い中小金融機関において

はリモート手段と店舗との有意な代替関係がみら

れなかったことから、これらの手段も店舗と一体

的な手段として顧客への利便性を向上させるため

に利用されていることが窺われ、リモートツール

の採用が既存の店舗を代替してしまうものではな

いことを示す結果となった。

４．２ 今後の課題

今後の個人金融業務における店舗の役割を考え

るにあたっては、わが国でもようやく法制度が整

備されつつある「証券化Securitization」を考慮

に入れる必要があるように思われる。証券化の機

能には、銀行にとって自らの貸出債権を市場に売

却することで信用リスクの負担を投資家に移転す

る一方で、審査・債権管理という情報生産に関わ

る機能に特化できるという機能を有しており、こ

の手法が定着すれば預金・貸出金額の多い金融機

関ほどより多くの情報生産機能を発揮していると

いう従来からの考え方自体が成り立たなくなるこ

とになる。

わが国においては今年度初めて住宅金融公庫に

よる住宅貸付債権の証券化が行われる計画がある

など注目を集めてはいるが、民間銀行による住宅

ローンの証券化は未だに数件のレベルにとどまっ

ている。しかし、特性の異なる複数の小口債権を

プールすることによりリスク分散を図ることがで

きるという証券化の特性を考えれば、キャッシュ

フロー（原債務者からの弁済金等）の見通しが立

てやすく、信用リスクの属性が一様でない個人金

融業務（住宅ローン、クレジットカードローン、

自動車ローンなど）の証券化市場が米国と同様に

わが国でも拡大していく可能性が高い。証券化を

始めとする金融技術革新の進展により、各金融機

関は個人金融業務において専門化・細分化された

業務分野に店舗、人員といった経営資源を集中さ

せていくことになろう。この時、銀行のデリバ

リーチャネルも経営戦略に応じて形態・機能とも

に一層多様化していくことが予想されるが、こう

した観点からの分析については今後の課題とした

い。
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